
 

 

 

報告第４号 

 

山陽小野田市国民保護計画の変更について  

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６年

法律第１１２号）第３５条第８項において準用する同条第６項の規定に基づき、

山陽小野田市国民保護計画の一部を変更したので、次のとおり報告する。 

 

令和７年８月２５日提出 

 

山陽小野田市長 藤 田 剛 二   

 

 

 

 

 



 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

山陽小野田市国民保護計画 新旧対照表 
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修 正 後 修 正 前 備 考 

第１編 総則 

第４章 

（3）交通基盤 
  道路は、市域のほぼ中央に山陽自動車道宇部下関線、北部には中

国自動車道が、また、国道 2 号と国道 190 号が東西方面に連絡し、

これらと交差して、国道 316 号、主要県道小野田山陽線が南北に走

り、県北部に連絡している。 

また、鉄道は、西日本旅客鉄道株式会社の山陽新幹線を軸に、山

陽本線、美祢線、小野田線が各方面に連絡するなど県南西部の交通

の要衝となっている。 

このほかには、本市に空港はないが、宇部市に山口宇部空港（滑

走路延長 2,620m×幅 300ｍ、第 2 種空港Ｂ級）が存在し、港湾は、

市の南部から西部一帯が海に開かれていることから地方港湾（厚狭

港）及び昭和 35 年に重要港湾に指定された小野田港があり、主に

は防波堤 470ｍや水深 10ｍの岸壁 185m などが整備されている。 

 

  (4) 国民保護法に及ぼす本市の地域特性 

地域特性① 石油コンビナートが存在 

本市には、周防灘に面した市南部に「石油コンビナート等特別防

災区域」（石油コンビナート等災害防止法）が存在する。面積は、西

部石油㈱山陽小野田事業所が 1,903,019 ㎡、太陽石油株式会社が

685,424㎡、総面積は 2,1615,443㎡である。 

（山口県石油コンビナート等防災計画より引用） 

第１編 総則 

第４章 

（3）交通基盤 
  道路は、市域のほぼ中央に山陽自動車道宇部下関線、北部には中

国自動車道が、また、国道 2 号と国道 190 号が東西方面に連絡し、

これらと交差して、国道 316 号、主要県道小野田山陽線が南北に走

り、県北部に連絡している。 

また、鉄道は、西日本旅客鉄道株式会社の山陽新幹線を軸に、山

陽本線、美祢線、小野田線が各方面に連絡するなど県南西部の交通

の要衝となっている。 

このほかには、本市に空港はないが、宇部市に山口宇部空港（滑

走路延長 2,620m×幅 300ｍ、第 2 種空港Ｂ級）が存在し、港湾は、

市の南部から西部一帯が海に開かれていることから地方港湾（厚狭

港）及び昭和 35 年に重要港湾に指定された小野田港があり、主に

は防波堤 920ｍや水深 10ｍの岸壁 525m などが整備されている。 

 

  (4) 国民保護法に及ぼす本市の地域特性 

地域特性① 石油コンビナートが存在 

本市には、周防灘に面した市南部に「石油コンビナート等特別防

災区域」（石油コンビナート等災害防止法）が存在する。面積は、西

部石油㈱山口製油所が 1,903,019 ㎡、太陽石油株式会社が 685,424

㎡、総面積は 2,1615,443㎡である。 

（令和 5年 3月 ・山口県石油コンビナート等防災計画より引用） 
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修正 
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修 正 後 修 正 前 備 考 

 

 P8 図 1-2 

事業所名称の

変更による修

正 

図1-2 宇部・小野田地区特別防災区域図（山口県石油コンビナート等防災

計画より） 

 

 

図1-2 宇部・小野田地区特別防災区域図（山口県石油コンビナート等

防災計画より） 

 

地域特性③ 高齢化社会の進展 

本市の高齢者（65 歳以上）人口は、平成 17 年は 16,051 人であった

が、令和 2 年には 20,451 人と大きく増加し、今後は緩やかに減少して

いくことが見込まれている。 

高齢化率については、団塊の世代が75歳を迎える、いわゆる2025年問

題の令和7年には34.3％と予測され、全国平均の29.6％と比較すると4.

7％高くなっている。 

地域特性③ 高齢化社会の進展 

本市の高齢者（65 歳以上）人口は、平成 17 年は 16,051 人であった

が、平成 27 年は 19,537 人と大きく増加しており、令和 2 年の 21,037 人

（高齢化率 34.0%）が高齢者人口のピークと予想されている。 

団塊の世代が75歳を迎える、いわゆる2025年問題の令和7年には

33.5％と予測され、全国平均の30.0％と比較すると3.5％高くなってい

る。 

P9 人口推計等

の時点修正 

山陽小野田事業所 
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修 正 後 修 正 前 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

図 1-3 高齢者人口の推移と将来推計（令和 6 年 3 月「いきいきプラン 21」（第

9 期山陽小野田市高齢者福祉計画）より） 

図 1-3 高齢者人口の推移と将来推計（令和 3 年 3 月山陽小野田市「いきいき
プラン 21」より） 

 

 

第５章 市国民保護計画が対象とする事態 

     市国民保護計画において、以下のとおり県国民保護計画において想

定される武力攻撃及び緊急対処事態を対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 市国民保護計画が対象とする事態 

     市国民保護計画において、以下のとおり県国民保護において想定さ

れる武力攻撃及び緊急対処事態を対象とする。 
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正 
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修 正 後 修 正 前 備 考 

第２編 平素からの備えや予防 

第１章 組織・体制の整備等 

第１ 市における組織・体制の整備 

 １ 市の各部における平素の業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 関係機関との連携体制の整備 

４ 指定公共機関等の連携（総務課） 

(2) 医療機関との連携 

市は、事態発生時に医療機関の活動が速やかに行われるよう消防

機関とともに、災害拠点病院、救急救命センター、医師会等との連

絡体制を確認するとともに平素からの意見交換や訓練を通じて、緊

急時の医療ネットワークと広域的な連携を図る。 

また、特殊な災害への対応が迅速に行えるよう公益財団法人日本

中毒情報センター 等の専門的な知見を有する機関との連携に努め

る。 

第２編 平素からの備えや予防 

第１章 組織・体制の整備等 

第 1 市における組織・体制の整備 

 1 市の各部における平素の業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 関係機関との連携体制の整備 

４ 指定公共機関等の連携（総務課） 

(2) 医療機関との連携 

市は、事態発生時に医療機関の活動が速やかに行われるよう消防

機関とともに、災害拠点病院、救急救命センター、医師会等との連

絡体制を確認するとともに平素からの意見交換や訓練を通じて、緊

急時の医療ネットワークと広域的な連携を図る。 

また、特殊な災害への対応が迅速に行えるよう（財）日本中毒情

報センター 等の専門的な知見を有する機関との連携に努める。 

Ｐ14 所管替

に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P19 団体名称

の修正 

 

第２章 避難及び救援に関する平素からの備え 

１ 避難に関する基本的事項 

(3) 高齢者、障がい者等避難行動要支援者への配慮 

  市は、避難住民の誘導に当たっては、高齢者、障がい者等自ら避

難することが困難な者の避難について、自然災害時への対応として

作成している山陽小野田市個別避難計画マニュアルを活用しつつ、

避難行動要支援者の避難対策を講じる。 

その際、避難誘導時において、総務部・災害救助部を中心とした

 

第２章 避難及び救援に関する平素からの備え 

１ 避難に関する基本的事項 

(3) 高齢者、障がい者等避難行動要支援者への配慮 

  市は、避難住民の誘導に当たっては、高齢者、障がい者等自ら避

難することが困難な者の避難について、自然災害時への対応として

作成している山陽小野田市災害時要援護者支援マニュアルを活用

しつつ、避難行動要支援者の避難対策を講じる。 

その際、避難誘導時において、総務部・災害対策部を中心とした

 

P28 字句修正 
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修 正 後 修 正 前 備 考 

横断的な「避難行動要支援者支援班」を迅速に設置できるよう職員

の配置に留意する。 

※【避難行動要支援者名簿について】 

武力攻撃やテロ発生時においても、避難誘導に当たっては、自然災

害と同様、高齢者、障がい者等の避難行動要支援者への配慮が重要で

あるが、平素から、自然災害時における取組として行なわれる避難行

動要支援者名簿を活用することが重要である（「避難行動要支援者の

避難行動支援に関する取組指針」（平成２５年８月）参照。） 

横断的な「避難行動要支援者支援班」を迅速に設置できるよう職員

の配置に留意する。 

※【避難行動要支援者名簿について】 

武力攻撃やテロ発生時においても、避難誘導に当たっては、自然災

害と同様、高齢者、障がい者等の避難行動要支援者への配慮が重要で

あるが、平素から、自然災害時における取組みとして行なわれる避難

行動要支援者名簿を活用することが重要である（「避難行動要支援者

の避難行動支援に関する取組指針」（平成２５年８月）参照。） 

第３編 武力攻撃事態等への対処 

 第２章 市対策本部の設置等 

２ 通信の確保（総務課・デジタル推進課） 

(1) 情報通信手段の確保 

市は、携帯電話、衛星携帯電話、移動系市防災行政無線等の移動系

通信回線若しくは、インターネット、ＬＧＷＡＮ（総合行政ネットワ

ーク）、地域防災無線等の固定系通信回線の利用又は臨時回線の設定

等により、市対策本部と市現地対策本部、現地調整所、要避難地域、

避難先地域等との間で国民保護措置の実施に必要な情報通信手段を確

保する。 

第３編 武力攻撃事態等への対処 

第２章 市対策本部の設置等  

２ 通信の確保（総務課・デジタル推進課） 

(1) 情報通信手段の確保 

市は、携帯電話、衛生携帯電話、移動系市防災行政無線等の移動系通

信回線若しくは、インターネット、ＬＧＷＡＮ（総合行政ネットワーク）、

地域防災無線等の固定系通信回線の利用又は臨時回線の設定等により、

市対策本部と市現地対策本部、現地調整所、要避難地域、避難先地域等

との間で国民保護措置の実施に必要な情報通信手段を確保する。 

P50 字句修正 

 

 第４章 警報及び避難の指示 

  第２ 避難住民の誘導等 

  ３ 避難住民誘導（法62条関係）（関係課） 

  （1）市長による避難住民の誘導 

     市長は、避難実施要領で定めるところにより、当該市の職員及び消

防団長を指揮し、避難住民を誘導する。 

  （2）～（13） 略 

  （14）武力攻撃の累計に応じた避難誘導 

②以下の措置の流れを前提として、避難実施要領の内容は、あらかじ

め出される避難措置の指示及び避難の指示に基づき、弾道ミサイルが

発射された段階で迅速に個々人が対応できるよう、そのとるべき行動

を周知することが主な内容となる。 

（弾道ミサイル攻撃の場合の措置に流れ） 

 イ 実際に弾道ミサイルが発射されたときは、対策品部長がその都

度警報を発令 

 

 第４章 警報及び避難の指示 

第２ 避難住民の誘導等 

  ３ 避難住民誘導（法62条関係）（関係課） 

  （1）市長による避難住民の誘導 

     市長は、避難実施要領で定めるところにより、当該市の職員並びに

消防団長を指揮し、避難住民を誘導する。 

（2）～（13） 略 

  （14）武力攻撃の累計に応じた避難誘導 

②以下の措置の流れを前提として、避難実施要領の内容は、あらかじ

め出される避難措置の指示及び避難の指示に基づき、弾道ミサイルが

発射された段階で迅速に個々人が対応できるよう、そのとるべき行動

を周知することが主な内容となる。 

（弾道ミサイル攻撃の場合の措置に流れ） 

 イ 実際に弾道ミサイルが発射されたときは、対策品部長がその都

度警報を発令 

 

P61 字句修正 
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修 正 後 修 正 前 備 考 

※弾道ミサイル攻撃については、発射の兆候を事前に察知した場合で

も、発射された段階で攻撃目標を特定することは極めて困難であり、

また、弾道ミサイルの主体（国又は国に準ずる者）の意図等により攻

撃目標は変化するとともに、その保有する弾道ミサイルの精度によ

り、実際の着弾地点は変わってくる。 

このため、市は、弾道ミサイル発射時に住民が適切な行動をとるこ

とができるよう、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）による情

報伝達及び弾道ミサイル落下時の行動について平素から周知に努める

とともに、弾道ミサイルが発射された場合には、全ての市に着弾の可

能性があり得るものとして、対応を考える必要がある。 

 

第６章 安否情報の収集・提供 

  １ 安否情報の収集（法９４条関係）（総務課・社会福祉課・関係各課） 

   （１）安否情報の収集 

      市は、避難所において安否情報の収集を行うほか、平素から把握

している医療機関、諸学校等からの情報収集、県警察への照会など

により安否情報の収集を行う。 

安否情報の収集に当たっては、避難住民または武力攻撃災害によ

り負傷した住民については安否情報省令第１条に規定する様式第１

号を、武力攻撃災害により死亡した住民については、同様式第２号

を用いて行う。 

また、安否情報の収集は、避難所において、避難住民から任意で

収集した情報のほか、住民基本台帳等市が平素から行政事務の円滑

な遂行のために保有する情報等を活用して行う。 

 

２ 危険物質等に係る武力攻撃災害の防止及び防除（法103条関係）（総務

課・消防局・関係各課） 

 

（１）危険物質等に関する措置命令 

市長は、危険物質等に係る武力攻撃災害の発生を防止するため緊急

の必要があると認めるときは、危険物質等の取扱者に対し、武力攻撃

災害発生防止のための必要な措置を講ずるべきことを命ずる。 

なお、避難住民の運送などの措置において当該物質等が必要となる

場合は、関係機関と市対策本部で所要の調整を行う。 

※弾道ミサイル攻撃については、発射の兆候を事前に察知した場合で

も、発射された段階で攻撃目標を特定することは極めて困難であり、

また、弾道ミサイルの主体（国または国に準ずる者）の意図等により

攻撃目標は変化するとともに、その保有する弾道ミサイルの精度によ

り、実際の着弾地点は変わってくる。 

このため、市は、弾道ミサイル発射時に住民が適切な行動をとるこ

とが出来るよう、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）による情

報伝達及び弾道ミサイル落下時の行動について平素から周知に努め

るとともに、弾道ミサイルが発射された場合には、全ての市に着弾の

可能性があり得るものとして、対応を考える必要がある。 

 

第６章 安否情報の収集・提供 

  １ 安否情報の収集（法９４条関係）（総務課・社会福祉課・関係各課） 

   （１）安否情報の収集 

      市は、避難所において安否情報の収集を行うほか、平素から把握

している医療機関、諸学校等からの情報収集、県警察への照会など

により安否情報の収集を行う。 

安否情報の収集に当たっては、避難住民または武力攻撃災害によ

り負傷した住民については安否情報省令第１条に規定する様式第１

号を、武力攻撃災害により死亡した住民については、同様式第２号

を用いて行う。 

また、安否情報の収集は、避難所において、避難住民から任意で

収集した情報のほか、住民基本台帳、外国人登録原票等市が平素か

ら行政事務の円滑な遂行のために保有する情報等を活用して行う。 

 

２ 危険物質等に係る武力攻撃災害の防止及び防除（法 103 条関係）（総務

課・消防局・関係各課） 

 

（１）危険物質等に関する措置命令 

市長は、危険物質等に係る武力攻撃災害の発生を防止するため緊急

の必要があると認めるときは、危険物質等の取扱いに対し、武力攻撃

災害発生防止のための必要な措置を講ずるべきことを命ずる。 

なお、避難住民の運送などの措置において当該物質等が必要となる

場合は、関係機関と市対策本部で所要の調整を行う。 

P64 字句修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P71 誤記の削

除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P80 誤記の修

正 
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修 正 後 修 正 前 備 考 

 

 第７章 武力攻撃災害への対処 

  第３ 生活関連等施設における災害への対処等 

   ２ 危険物質等に係る武力攻撃災害の防止及び防除（法103条関係）（総 

務課・消防局・関係課） 

    （２）危険物質等について市長が命ずることができる対象及び措置 

① 対象 

ア 市の区域に設置される消防法第２条第７項の危険物の製造

所、貯蔵所若しくは取扱所（移送取扱所を除く。）又は市の

区域のみに設置される移送取扱所において貯蔵し、又は取り

扱うもの（国民保護法施行令第２９条） 

 

 第１０章 国民生活の安定に関する措置 

  １ 生活関連物資の価格安定（法１２９条関係）（生活安全課） 

市は、武力攻撃事態等において、物価の安定を図り、国民生活との関

連性が高い物資若しくは役務または国民経済上重要な物資若しくは役務

（以下「生活関連物資等」という。）の適切な供給を図るとともに、価

格の高騰や買占め及び売惜しみを防止するために県等の関係機関が実施

する措置に協力する。 

 

２ 避難住民等の生活安定等（教育委員会・税務課） 

(1)被災児童生徒等に対する教育 

市教育委員会は、県教育委員会と連携し、被災した児童生徒等に対す

る教育に支障が生じないようにするため、避難先での学習機会の確保、

教科書の供給、授業料の減免、被災による生活困窮家庭の児童生徒に対

する就学援助等を行うとともに、避難住民等が被災地に復帰する際の必

要に応じた学校施設等の応急復旧等を関係機関と連携し、適切な措置を

講ずる。 

(2)公的徴収金の減免等 

市は、避難住民等の負担軽減のため、法律及び条例の定めるところに

より、市税に関する申告、申請及び請求等の書類、納付又は納入に関す

る期間の延期並びに市税（延滞金を含む）の徴収猶予及び減免の措置を

災害の状況に応じて実施する。 

 

 

第７章 武力攻撃災害への対処 

  第３ 生活関連等施設における災害への対処等 

   ２ 危険物質等に係る武力攻撃災害の防止及び防除（法 103 条関係）（総 

務課・消防局・関係課） 

    （２）危険物質等について市長が命ずることができる対処及び措置 

① 対処 

ア 市の区域に設置される消防法第２条第７項の危険物の製

造所、貯蔵所若しくは取扱所（移送取扱所を除く。）又は市

の区域のみに設置される移送取扱所に置いて貯蔵し、又は取

り扱うもの（国民保護法施行令第２９条） 

 

第１０章 国民生活の安定に関する措置 

  １ 生活関連物資の価格安定（法１２９条関係）（生活安全課） 

市は、武力攻撃事態等において、物価の安定を図り、国民生活との関

連性が高い物資若しくは役務または国民経済上重要な物資若しくは役務

（以下「生活関連物資等」という。）の適切な供給を図るとともに、価

格の高騰や買占め及び売惜しみを防止するために検討の関係機関が実施

する措置に協力する。 

 

２ 避難住民等の生活安定等（教育委員会・税務課） 

(1)被災児童生徒等に対する教育 

市教育委員会は、県教育委員会と連携し、被災した児童生徒等に対す

る教育に支障が生じないようにするためには、避難先での学習機会の確

保、教科書の供給、授業料の減免、被災による生活困窮家庭の児童生徒

に対する就学援助等を行うとともに、避難住民等が被災地に復帰する際

の必要に応じた学校施設等の応急復旧等を関係機関と連携し、適切な措

置を講ずる。 

(2)公的徴収金の減免等 

市は、避難住民等の負担軽減のため、法律及び条例の定めるところに

より、市税に関する申告、申請及び請求等の書類、納付又は納入に関す

る機関の延期並びに市税（延滞金を含む）の徴収猶予及び減免の措置を

災害の状況に応じて実施する。 

 

 

 

P81 誤記の修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

P88 誤記の修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山陽小野田市国民保護計画新旧対照表 

－8－ 

 

修 正 後 修 正 前 備 考 

 第１１章 特殊標章等の交付及び管理 

（１） 特殊標章等（法１５８条関係） 

イ 身分証書 

（２） 特殊標章等の交付及び管理（総務課） 

① 市長 

   ・市の職員（消防長の所轄の消防職員を除く。）で国民保護措置に係る職

務を行う者 

・消防団長及び消防団員 

・市長の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

・市長が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする

  者 

 

 

第１１章 特殊標章等の交付及び管理 

（１）特殊標章等（法１５８条関係） 

イ 身分証 

（２）特殊標章等の交付及び管理（総務課） 

① 市長 

   ・市の職員（消防長の所轄の消防職員を除く。）で国民保護措置に係る職

務を行う者 

・消防団長及び消防団員 

・市長の委託により国民保護に係る業務を行う者 

・市長が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする

  者 

 

 

 

 

P90 誤記の修

正 

 

 

P91 誤記の修

正 

 


